
令和８年度　予算編成状況総括表
 単位：千円

会　　　　計　　　　名

一 般 会 計 53,646,000 54,468,000 △ 822,000 △ 1.5%

（定額減税補足給付金を除き、国補正分を含む） (  55,260,836 ) (  54,464,262 ) ( 796,574 ) ( 1.5% )

ケ ー ブ ル ネ ッ ト ワ ー ク 事 業 特 別 会 計 134,780 75,720 59,060 78.0%

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 特 別 会 計 41,200 179,070 △ 137,870 △ 77.0%

港 湾 事 業 特 別 会 計 130,700 111,190 19,510 17.5%

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 － 33,080 △ 33,080 皆減

土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 852,700 783,300 69,400 8.9%

国 民 健 康 保 険 ( 事 業 勘 定 ) 特 別 会 計 8,684,480 9,882,350 △ 1,197,870 △ 12.1%

国民健康保険(直営診療施設勘定)特別会計 96,190 92,940 3,250 3.5%

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 2,239,860 1,931,280 308,580 16.0%

介 護 保 険 特 別 会 計 10,502,040 10,242,440 259,600 2.5%

財 産 区 特 別 会 計 （ 7 ） 54,740 61,830 △ 7,090 △ 11.5%

特 　別 　会 　計 　・ 　計 22,736,690 23,393,200 △ 656,510 △ 2.8%

下 水 道 事 業 会 計 6,514,105 6,676,417 △ 162,312 △ 2.4%

事 　業 　会 　計 　・ 　計 6,514,105 6,676,417 △ 162,312 △ 2.4%

合　    　　　　　計 82,896,795 84,537,617 △ 1,640,822 △ 1.9%

令和８年度 令和７年度 増　減　額 伸　び　率
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会計別の予算額（予算規模）
予算総額 （前年度⽐　△8.2億円  1.5%減）

（定額減税補⾜給付⾦を除き、国補正予算分を含めた場合）
（前年度⽐　8.0億円  1.5%増）

⼀般会計は合併以降で2番目の規模、国の補正予算分等を含めると最⼤規模の552.6億円

⼀般会計予算の推移

　令和8年度の⼀般会計の当初予算は、536.5億円で、合併以降、最⼤規模となった前年度に⽐べて、8.2億円、率にして1.5%減の予算となりました。
　本年度は合併以降2番目の予算規模となりましたが、令和7年度に⾏った定額減税補⾜給付⾦を除き、国の補正予算により、令和7年度補正予算で前倒して
実施する事業を含めると552.6億円となり、最⼤規模の予算です。
　前年度からの主な増額要因は、ふるさと納税推進事業、私⽴保育所・認定こども園運営助成事業、障害者⾃⽴⽀援事業、清掃⼯場維持管理事業などで、さ
らに普通交付税の当初算定で措置されることとなった臨時財政対策債償還基⾦費の基⾦積⽴てや下⽔道事業会計への⼀時貸付の増額も影響しています。
　⼀⽅、主な減額要因は、⾏政システム標準化事業、物価⾼騰対応重点⽀援事業（定額減税補⾜給付⾦）、本郷⼈権⽂化センター耐震改修事業、感染
症対策事業（帯状疱疹ワクチン接種）、河川改良事業、市営住宅建設事業（宮沖）などです。

億円 （前年度⽐　△6.6億円  2.8%減）
（前年度⽐　△16.4億円  1.9%減）

企業会計
（1会計) 65.1 億円 （前年度⽐　△1.6億円  2.4%減）
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端数処理の関係で、合計と内訳が合致しない場合があります。
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市税の内訳
単位︓千円

令和8年度 令和7年度 増減額 対前年⽐
市⺠税 6,019,583 5,554,217 465,366 8.4%

個⼈市⺠税 4,729,483 4,473,962 255,521 5.7%
（定額減税⾒込額を除く） (4,729,483 4,475,042 254,441 5.7% )

法⼈市⺠税 1,290,100 1,080,255 209,845 19.4%
固定資産税 6,955,170 6,860,365 94,805 1.4%
軽⾃動⾞税 355,067 366,909 △ 11,842 △3.2%
市たばこ税 695,920 610,109 85,811 14.1%
入湯税 336 357 △ 21 △5.9%
都市計画税 766,247 758,801 7,446 1.0%
合計 14,792,323 14,150,758 641,565 4.5%
（定額減税⾒込額を除く） (14,792,323 14,151,838 640,485 4.5% )

 令和8年度も市⺠税や固定資産税が伸び、増収

合併以降の市税の推移

令和6年度までは決算額、令和7年度以降は当初予算額です。

　賃上げによる個⼈市⺠税や、企業収益の改善傾向による法⼈市⺠税の伸びが⾒込まれることから、税収は6.4億円、4.5%の増です。
　市⺠税のうち、個⼈分は、2.6億円、5.7％の増です。法⼈分も2.1億円、19.4％の増となっており、市⺠税全体では4.7億円、8.4％の増です。
　固定資産税も、家屋の新増築や設備投資による償却資産の増などで、0.9億円、1.4%の増です。
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地⽅交付税の内訳
単位︓千円

令和8年度 令和7年度 増減 対前年⽐
地⽅交付税 A+B 12,880,000 12,813,000 67,000 0.5%

普通交付税 A 11,480,000 11,413,000 67,000 0.6%
特別交付税 B 1,400,000 1,400,000 0 0.0%

臨時財政対策債 C 0 0 0 －
A+C 11,480,000 11,413,000 67,000 0.6%

給与改定・物価⾼騰対策で基準財政需要額が増額となるが、基準財政収入額も増額

合併以降の実質的な普通交付税の推移
令和6年度までは決算額、令和7年度以降は当初予算額です。
端数処理の関係で、合計と内訳が合致しない場合があります。

実質的な普通交付税

　国の地⽅財政対策では、引き続き税収が堅調で、地⽅税や地⽅譲与税の増収が⾒込まれる中、臨時財政対策債は令和7年度に続き、新規発⾏ゼロとなって
います。ごみ収集や学校給⾷など地⽅公共団体のサービス・維持管理等の委託料、道路・河川等の点検・補修に係る維持補修費及び光熱費等の物価⾼騰対
策や、引き続き、⼈口減少対策、地域社会のデジタル化などを盛り込んでいます。
　本市では、税収等の基準財政収入額の伸びを、国の地⽅財政対策に伴う基準財政需要額の伸びが上回ると⾒込むものの、交付税の算定に⽤いる国勢調査
⼈口が減少することから、0.7億円、0.6%の増額と⾒込んでいます。
　特別交付税は、近年の実績等から令和7年度と同額の14.0億円と⾒込み、地⽅交付税全体では、0.7億円、0.5%の増を⾒込みました。

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8
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地⽅債の借入額と元利償還額
単位︓千円

令和8年度 令和7年度 増減 対前年⽐
借入額 A 3,977,400 5,506,700 △ 1,529,300 △27.8%
元利償還額 a＋b 6,654,135 6,713,431 △ 59,296 △0.9%

定期償還額 a=①＋② 6,352,135 6,412,321 △ 60,186 △0.9%
元⾦ ① 5,934,274 6,136,606 △ 202,332 △3.3%
利⼦ ② 417,861 275,715 142,146 51.6%

繰上償還額 b＝③＋④ 302,000 301,110 890 0.3%
元⾦ ③ 300,000 300,000 0 0.0%
利⼦ ④ 2,000 1,110 890 80.2%

Aー（①＋③） △ 2,256,874 △ 929,906 － －

⼤型投資事業の完了、国の補正予算による前倒しにより、借入額は減額、定期償還額は微減

地⽅債の借入額と元⾦償還額の推移

令和6年度までは普通会計の決算額、令和7年度以降は⼀般会計の予算額です。

差引

　令和8年度の市債の借入額は、流域治⽔事業、三原⻄消防庁舎整備事業、市営住宅建設事業（宮沖）などの⼤型の投資事業が完了するととも
に、国の補正予算により、令和7年度補正予算で前倒して事業を実施することから、15.3億円、27.8%の減となりました。
　定期償還元⾦については、2.0億円、率にして3.3%の減になりますが、近年の⾦利上昇から定期償還利⼦は1.4億円、率にして51.6％の増となりま
す。
　繰上償還については、例年どおりの3.0億円を計上しています。
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地⽅債の年度末残⾼
単位︓千円

令和8年度 令和7年度 増減 対前年⽐
建設地⽅債等 35,714,191 35,744,787 △ 30,596 △0.1%
合併特例基⾦分 1,218,068 1,405,460 △ 187,392 △13.3%
臨時財政対策債 10,997,189 12,414,678 △ 1,417,489 △11.4%
災害関連債 4,412,790 5,005,987 △ 593,197 △11.8%
合計 52,342,238 54,570,912 △ 2,228,674 △4.1%

臨時財政対策債、災害関連債の減により、全体の残⾼は⼤きく減少

地⽅債の年度末残⾼の推移

令和6年度までは普通会計の決算額、令和7年度以降は⾒込額です。
端数処理の関係で、合計と内訳が合致しない場合があります。

地⽅債の年度末残⾼の推移

　全体では、当初予算ベースで523.4億円と、前年度⽐△22.3億円、率にして4.1%の減になっています。
　令和7年度に流域治⽔事業、三原⻄消防庁舎整備事業、市営住宅建設事業（宮沖）などの⼤型の投資事業が完了するため、令和8年度の建設地⽅債等の借入額は減
少し、償還額が借入額を上回ったため、建設地⽅債等の年度末残⾼は0.3億円、率にして0.1%の減です。
　臨時財政対策債残⾼は、令和7年度に続き、発⾏額がゼロのため、対前年⽐△14.2億円、率にして11.4%の減です。
　災害関連債残⾼は、対前年⽐△5.9億円、率にして11.8%の減です。
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主な基⾦の年度末残⾼
単位︓千円

令和8年度 令和7年度 増減 対前年⽐
財政調整基⾦ 6,138,798 6,499,858 △ 361,060 △5.6%
減債基⾦ 1,258,692 1,372,059 △ 113,367 △8.3%
⼤規模事業基⾦ 2,348,364 2,543,105 △ 194,741 △7.7%
合併特例基⾦ 2,979,039 3,020,317 △ 41,278 △1.4%
合計 12,724,893 13,435,339 △ 710,446 △5.3%

財政調整基⾦の年度末残⾼61.4億円程度に

主な基⾦の年度末残⾼の推移
令和6年度までは決算額、令和7年度以降は⾒込額です。
端数処理の関係で、合計と内訳が合致しない場合があります。

　財政調整基⾦は、⼈件費上昇や物価⾼騰対応のため、4.0億円を取り崩し、令和8年度末の残⾼は61.4億円程度になる⾒込みです。
　減債基⾦は、繰上償還の財源として例年どおりの3.0億円に加え、令和6年度及び令和7年度の普通交付税再算定で措置された臨時財政対策債償還基⾦
費の令和8年度償還分として1.7億円を取り崩しますが、令和8年度の普通交付税では当初算定で措置されることから令和9年度以降の償還分として3.4億円を
積み⽴てます。
　⼤規模事業基⾦は、清掃⼯場の⼤規模修繕事業に充当するため、2.1億円を取り崩します。
　合併特例基⾦は、ケーブルネットワーク事業特別会計で実施する機器更新に充当するため0.6億円を取り崩します。
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令和8年2⽉定例会補正予算
補正予算総額

⼀般会計の補正予算　2.8億円は、5つの分類で整理
1　国や県の補正等（増額）に伴うもの　16.3億円 4　令和7年度予算に対して300万円以上不⽤となるもの　△12.3億円
2　事業費の増に伴うもの　4.2億円 5　その他の歳出項目　△6.9億円
3　令和6年度の事業費の確定に伴い国や県に補助⾦等を返還するもの　1.4億円 ※各数値は四捨五入していますので、合計と⼀致しない場合があります。
分類ごとの主な事業
1　国や県の補正等（増額）に伴うもの　16.3億円
　・道路整備 5億4,540万円、⽔道広域連合企業団⽀出⾦ 3億6,600万円、学校施設⻑寿命化（⼩・中） 2億9,540万円、
　 本郷⼈権⽂化センター耐震 2億2,234万円、道路・橋梁補修 7,740万円、公園整備 6,300万円、農業⽤施設改良 3,150万円、急傾斜地対策 2,150万円
2　事業費の増に伴うもの　4.2億円
　・障害者⽀援 2億7,440万円、保育所・認定こども園の公定価格改定等 9,290万円、乳幼児等医療 2,700万円、指定管理委託料 843万円
3　令和6年度の事業費の確定に伴い国や県に補助⾦等を返還するもの　1.4億円
　・⽣活保護費給付事業費 4,124万円、私⽴認定こども園運営助成事業費 4,580万円、新型コロナウイルスワクチン接種事業費 2,004万円
4　令和7年度予算に対して300万円以上不⽤となるもの　△12.3億円
　・施設維持管理（中央公⺠館） △2億2,770万円、電算管理事務費 △1億6,756万円、後期⾼齢者医療費 △1億4,321万円、港湾施設整備 △1億2,750万円
5　その他の歳出項目　△6.9億円
　①国・県⽀出⾦の減に伴うもの　△11.4億円
　　・⽔道広域連合企業団⽀出⾦ △2億5,170万円、本郷⼈権⽂化センター耐震 △2億2,234万円、学校施設⻑寿命化（中） △1億2,320万円
　②基⾦の積⽴てに関するもの　1.1億円
　　・減債基⾦（臨財債償還基⾦費分） 1億円、各種基⾦利⼦ 2,236万円、森林環境譲与税基⾦ 200万円、災害対策基⾦ 36万円、都市施設整備基⾦ △1,470万円
　③公債費に関するもの　2.2億円
　　・繰上償還等 2億2,900万円
　④特別会計への繰出⾦に関するもの　1.2億円
6　その他
　①基⾦繰入の取り⽌め △11億4,000万円（財政調整基⾦ △5億円、⼤規模事業基⾦ △3億4,000万円、減債基⾦ △3億円）
　②繰越明許費の追加、変更（追加:28件 22億1,190万円増、変更:6件 8億1,650万円増）
　③債務負担⾏為の追加、変更、廃⽌（追加:3件 2億5,600万円増、変更:1件 930万円増、廃⽌:2件 3億4,560万円減）

566.3億円  ⇒　569.1億円

3 △ 1.2特別会計
（8会計)

⼀般会計

億円

億円1.6

235.7億円  ⇒　234.5億円

66.8億円  ⇒　68.4億円（補正後の総額　872.0億円)
企業会計
（1会計)

.2億円
2.8 億円
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